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【船橋版簡易ＢＣＰ策定手引き】 

1 概要 

船橋版簡易ＢＣＰ策定シートは、ＢＣＰの簡易版ひな形として作成しております。簡潔な内容となっているた

め、本手引き及び記入例を参考とし、ＢＣＰ策定の第一歩としてご使用ください。 

より詳細な内容のＢＣＰを策定する場合は、中小企業庁のホームページに掲載されているＢＣＰ策定指針の

初級編・中級編等のひな形等をご参考に作成ください。 

なお、ＢＣＰは策定して終わりではなく、継続的に維持・改善する必要があります。また策定したＢＣＰは、従

業員等に周知し、災害時に対応ができるよう、日ごろから訓練も実施することが重要です。 

船橋版簡易ＢＣＰ策定シートが、事業者の皆様の効果的なＢＣＰ策定の一助になれば幸いです。 

 

２ 地震版の記入要領 

 

【策定シート記入要領】                           【策定シート記入例】 

1.基本方針 

• 店内のお客様、社員の人命を守ることと地域社 

会貢献は、どの企業であっても共通に重要であり、 

1と3は、記入例のような表現が一般的です。 

• そして、2には、自社の事業にあわせて、災害時 

にも止められない、または早期に再開しなければな 

らない中核事業は何かを考え、記入してください。 

 

２．被害想定 

• 被害を前提に対応を検討していただくため、被害が 

最大となると見込まれる千葉県北西部直下地震を 

想定し、地区別防災カルテを参考に建物等の被害 

状況やインフラの中断（電力・通信:3日間、交通: 

２週間、上水道:１か月以内）を記入してください。 

 

 

 

１ 店内のお客様、社員（役員・従業員）の人命を守る 

２ 重要業務を継続しサプライチェーンの維持に貢献する 

３ 地域社会の復興に貢献する 

１．基本方針 

２．被害想定  

想定地震 千葉県北西部直下地震  想定震度 ６強 

社会インフラの中断（電力・通信:3 日間、交通:2 週間、

上水道 1 か月以内） 事務所半壊、工場半壊、設備の倒

壊、８０％の在庫・仕掛品の損壊 
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３．対応責任者 

• 「統括責任者」は、社長等企業の代表者が務め

ることが一般的です。 

• 「本社機能維持担当」は、安否確認や安全確保

等、大地震が発生した直後の対応実務全体を指

揮する担当者です。総務部や管理部の長が務める

ことが一般的です。 

• 「事業継続担当」は、優先事業の継続等、事業

継続に関する対応実務を指揮する担当者です。 

製造業においては、製造部門の長が務めることが一

般的です。 

 

４．優先事業、目標復旧時間 

• ＢＣＰを策定する際には、優先事業と目標復旧

時間を定めることが大変重要です。 

•優先事業の選定及び目標復旧時間の設定を行い

ます。 

• 優先事業には、最も優先度の高い事業等、優先

的に復旧すべき事業を記入してください。 

• 目標復旧時間には、その事業が停止しても許され

る最大の期間を、顧客のニーズ等（要求される時

間）を想定して記入してください（復旧可能時間で 

はありません。）。 

 

５.対応手順 

（１）大地震発生直後 

• 「避難場所」には、避難の際に目的地とする場所を具体 

的に記入します。地域の防災マップの確認や当該施設の管

理者への相談を通じて、その場所の安全性を確認する事が 

望ましいです（通常は公共の指定避難場所となります）。 

統括責任者 全社的な意思決定を行い、対応全体を統括する。 

〇〇 社長  （代行者 ① 〇〇専務、 ② 〇〇常務 ） 

本社機能 
維持担当 

安否確認や安全確保等、本社機能の維持に関する

実務を指揮する。 

総務部 〇〇 部長 （代行者  総務部 〇〇 次長   ） 

事業継続 
担当 

重要事業の継続に関する実務を指揮する。 

製造部 〇〇 部長 （代行者  製造部 〇〇 次長   ） 

優先事業 最重要顧客A社への製品Ｘの供給 

目標復旧時間 
１週間 

（Ａ社からの要請による） 

基準 大きな揺れを感じたとき、火災の発生、建物の損壊 

避難場所 
屋外駐車場（津波の危険がある場合は津波避難

経路を使って高台の○○公民館へ） 

３．対応責任者 



3 

 

• 「救急搬送先」には、大規模災害発生時は救急車がすぐ 

に到着できるわけではないことを念頭に、社員等が負傷した

場合に搬送する医療施設を複数記入します。 

• 夜間・休日の大地震の発生も想定し、「参集メンバー」に 

は、初動対応フェーズや事業継続フェーズにおいて重要な役

割を果たすメンバーを記入します。 

 

 

 

（２）初動対応フェーズ 

 

• 「状況確認」では、本社機能維持担当の指揮の下に社内 

外の状況を確認する「担当者（部門）」として、具体的な人 

物（役職）または部門名を記入します。 

 

 

 

 

 

 

 

• 「帰宅許可」の「基準」には、社員等の帰宅を許可する具体 

的な条件を記入してください。安全に帰宅できることが大前提と 

なります。千葉県や船橋市からの指示に関する情報を収集し対 

応することになります。 

 

 

 

 

 

救助・応急処置 

道具の所在 
総務部キャビネット３番 

救急搬送先① 
○○総合病院 
（☎： 123-4444       ） 

救急搬送先② 
○○第一病院   
（☎： 123-5555       ） 

参集メンバー 
 統括責任者、本社機能維持担当、事業継

続担当、各部の部長、システム担当者 

参集場所 
 本社事務所  

 代替場所:○○事務所      

基

準 

帰宅までのルートの安全が確認されて

おり、日没までに徒歩帰宅が可能で、

自治体から帰宅抑制要請が出されて

いないこと 

対

象

者 

主任以下の従業員のうち、状況確

認・事業継続に重要な役割を持たな

い者（帰宅ルートの安全が確保でき

ない者・体調不良者は除く） 

留

意

点 

・帰宅時に水、食料を持たせる 
・帰宅後、安否状況を報告させる 
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• 「備蓄品の状況」欄は、飲料水（１人１日３ℓ）と 

食料は、最低３日分、できれば７日分を準備します。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）事業継続フェーズ 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 「対応戦略」には、優先事業を目標復旧時間内で復旧させるための大きな方針を記入します。製造業において

は、甚大な被害を受けたことにより工場の復旧に数か月を要するような事態となった場合には、代替生産も考えて

おく必要があります。そのため、日ごろから商圏の重ならない同業者と協力しあうことを話し合っておくことが重要で

す。 

• 「資源の脆弱性（ボトルネック）」には、対応上特に障害となる課題や懸念事項を記入します。 

• 「対応手順」は、出来るだけ具体的に記入することが望ましいです。記入例を参考にして、組織別、役割別に５

W１Hを考え検討していくとイメージしやすくなります。製造業においては、被害状況に応じて用意しておいた戦略を

選択して決定し、実行に移していくプロセスを記入しておきましょう。記入した手順については、その実効性について

顧客や取引先を含む社内外の関係者と確認することが重要です。 

 

 

品名 数量 品名 数量 

ヘルメット 70 個 乾電池 20 本 

飲料水※ 630Ｌ トイレットペーパー 70 個 

食料※ 630 食 ガムテープ 10 個 

毛布 70 枚 非常用発電機 １機 

救急箱 3 箱 携帯ラジオ 3 台 

救助用工具 2 セット 懐中電灯 20 台 
簡易トイレ 800 回   
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６.資金調達 

• 「（A）経営維持費用」は、日常的に発生する 

費用で大地震発生時でも変わらず支払いが必要 

な費用、「（B）災害復旧費」は、大地震発生時、 

復旧等のために特別に必要となる費用です。 

（A）と（B）から大地震発生時に必要となる資金 

の最大金額を予想します（記入例では３ヵ月分）。 

• 「（C）利用可能な手元資金（現在の現預金）」 

には、現在制限なく利用できる現預金の合計、「（D） 

回収可能な売掛金」には、大地震が発生しても回収が 

可能と想定できる（財務面で盤石な顧客や離れた場所に立地するため自社と同時に被災しにくい顧客に対する

売掛金等）の金額を記入します。その他に調達可能な資金を（E）、（F）に記入し、（C）～（F）の合計

で調達可能な資金の最大金額の予想をします。 

 

７.事前準備 

• 「５．対応手順」に書かれた計画を実行するために 

必要な事前準備を記入します。 

• 事前準備が出来ている場合には、「チェック」欄に✔を 

つけ、出来ていない場合には、対応の期限を設定し記入 

します。記入欄はありませんが、実施する責任部門も明確 

にしておきましょう。 

• 事前準備には、施設・設備・備品等のハード面の改善・ 

強化だけではなく、商品仕入先との連絡や代替調達先の 

確保、店舗間の店員の勤務場所変更の準備等のソフト面 

も含めて検討してください。 


